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資料４－１

飼料増産に向けた取組状況について



 

団体名：全国農業協同組合中央会 

 

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について 

 

 

１ 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況 

  ・中央会農政担当部課長会議（５月７日開催） 

 ・中央会農政担当部課長会議（６月４日開催） 

   

 

２ 地方団体飼料増産行動会議の開催状況 

 

 

 

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について 

 ・国産稲わら確保取組強化月間 

・耕畜連携推進交流会 

  ・ＪＡの活動に関する全国一斉調査 

 

 

 



 
全国農業協同組合連合会 

 
平成 19年度飼料増産運動の取組状況について 

 
 
１． 全国団体飼料増産に向けた取組状況  
  全国および地方農政局主催の飼料増産行動会議への参加と併せて、自給飼 
料関係補助事業の推進のため、次の事項を実施した。  
（１）県連等担当者会議をブロック別に開催 

北海道（６月１２～１４日）、東日本（５月２３日）、西日本（６月８日）、 
九州（６月１日）その他は各県連等が独自に実施。  

（２）主要県連等において農協担当者会議を開催 
全国本部対応：秋田（６月１９日）岩手（６月２６日）熊本（６月２２

日）鹿児島（６月２１日） 
（３）飼料増産の普及推進のため国産粗飼料増産対策事業を（6,500 部）、国

産飼料資源活用促進総合対策事業（飼料増産受託システム確立対策）

（4,500部）作成し配布した。 
 
２． 地方団体飼料増産行動会議等の開催状況 
 
３． 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について 
（１）自給飼料補助事業の計画取りまとめ、実施を通じて稲発酵粗飼料、飼料

用稲わら収集供給拡大、コントラクターの育成定着化を推進していく。 
（２）主要県連等が開催する農協担当者会議への出席支援 
（３）県連等担当者を対象とした飼料増産推進の研修会を開催 

 
＊各団体が作成した19年度版パンフレットは４月１９日の全国飼料増産行動会
議で送付・配布済みです。 
                                 以上  
 
 
 
 
 
    



全国酪農業協同組合連合会

 

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について 

 

 

１ 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況           

   本会主催の会議等開催なし。 

（4 月 19 日に開催された全国会議に参加） 

 

２ 地方団体飼料増産行動会議の開催状況 

  本 会地方団体の会議等開催なし。  

（ 各地で開催された「地域協議会」「現地検討会」に参加）  

 （ ５ /１ ７仙台、５ /１ ６東海、６ /１ ９東海、５ /３ １関東など） 

 

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について 

 ・今後も、開催される会議、検討会に参加する。 

・8 月下旬から 9 月上旬にかけて、岩手県においてトウモロコシ栽培の現地

勉強会を開催する。 

  ・8 月下旬に、会員職員を対象にした自給粗飼料栽培勉強会を福島県の本会

研究所で開催する。 

  ・国産粗飼料増産対策事業の取り纏めを行っているが、現時点で前年比１２

７％（２５９ｈａ増）の申請を受けている。 

 

 

 



 
全国開拓農業協同組合連合会 

 
飼料増産行動会議提出資料 

 
1. 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況 
特に報告はありません 
 

2. 地方団体飼料増産行動会議の開催状況 
地域行動会議に出席する 
① 19年度行動計画等の承認、確認（5月開催）+ 
② 取り組み状況等の報告、確認 
③ 重点取り組み事例報告聴取（茨城県での遊休地利用） 
④ 20年行動会議開催予定について報告を受ける 
 

3. これからの取り組み 
① 地域増産行動会議への参加 
② 研修会、現地検討会への参加、情報収集 
③ 業務会議等を通じ状況把握、普及に努める 
④ 飼料価格高騰を踏まえ、WCS等の取り組みにつき検討を行う 



団体名 全国畜産農業協同組合連合会

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況

（6月7日開催の本会理事会の中で飼料増産について取り上げ）

決定事項：自給飼料増産関連補助事業について、本年度も継続実施。各県

団体においても引き続き推進を図る。

２ 地方団体飼料増産行動会議の開催状況

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について

（次期の飼料増産行動会議や現地検討会の予定等記入してください）

・7月12日開催の支所長会議において、飼料増産に向けた取組の推進を行う



全国農業会議所

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 「平成１９年度全国農業委員会会長大会」において国産自給飼料の利用拡

大等政策提案を実施

「平成１９年度全国農業委員会会長大会 （平成１９年５月３１日開催）に」

おいて、大会決議である「活力ある農業・農村の再生に向けた政策提案」の

「Ⅳ．食料の安定供給と安全の確保に関する提案」の中で「水田の保全と効率

的利用を図るため、飼料米および稲発酵粗飼料生産の積極的な推進とともに、

国産稲わらの粗飼料利用率向上、国産飼料の種子確保などにより国内での自給

。 」 、飼料の増産を図ること 放牧についても一層の推進を図ること と政策提案し

大会終了後、政策提案の実現に向けて、政府・国会に要請を実施した。

２ 「遊休農地発生防止・解消に向けての説明会」における

「遊休農地発生防止・解消に向けての説明会 （農林水産省主催、平成１９」

年６月中に全国６カ所にて開催）において、本会は「遊休農地発生防止・解消

に向けた農業委員会系統組織の取り組みについて」を説明した。この中で、農

業委員会による遊休農地解消のための取り組みの留意点として 「放牧」の活、

用を解説した。

具体的には、①検討会の設置、②モデル地区の設定、③放牧の実施、④地域

住民への周知等、各段階における留意点を示した。

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について

・全国農業新聞や本会ホームページを活用することにより、遊休農地解消の

ための放牧推進等、ならびに、国産自給飼料の生産拡大を支援する農業委員会

に対し、取り組み事例等の情報提供を行う。

・さらに、より具体的な取り組み要領を作成し、都道府県農業会議を通じ、

遊休農地解消のための放牧推進等、ならびに、国産自給飼料の生産拡大を支援

する農業委員会に対し、取り組み事例等の情報提供を行う。



団体名：(社)全国農地保有合理化協会

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況

２ 地方団体飼料増産行動会議の開催状況

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について

（次期の飼料増産行動会議や現地検討会の予定等記入してください）

・本協会では、上記１及び２の会議を独自に開催する予定はありません。

・本協会は、畜産的土地利用集積の推進を通じて飼料増産を支援する立場から、飼料増

産行動会議等で得た資料等の情報を農地保有合理化法人（都道府県農業公社等）へ提

供するとともに、担当者会議等において畜産経営への土地利用集積の積極的な取組を

指導しています。

・5月11日：農地保有合理化事業推進会議

・7月9／10日：都道府県農業公社新任職員研修会

・8月上旬：常任理事・企画委員合同会議

・8月6日：地方駐在員研修会

・10月４・５日：全国公社営畜産事業推進協議会現地研修会開催

・11月中旬：都道府県農業公社役員・幹部職員研修会



社団法人全国農業改良普及支援協会

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況

ありません

２ 地方団体飼料増産行動会議の開催状況

ありません

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について

（本会が主催する全国農業システム化研究会実証調査事業の中で、各地区が

それぞれの計画の下で実施する）

・岩手県岩泉町－収穫調製作業の省力化による飼料畑の規模拡大を検討（主

に細断型ロールベーラ、ラッパーを組み合わせたトウモロコシサイレージ

を検討）

・島根県出雲市－肥育牛への自給粗飼料の給与を検討するため、細断型ロー

ルベーラを利用した発酵TMRの活用を検討する。

・島根県大田市－堆肥と稲わら交換を柱とした耕畜連携のシステムを実証

し、地域への波及を図る。稲わらはラップサイレージとして品質管理を行

う。

・愛媛県鬼北町－耕種農家が飼料イネに取り組むための要件（直播による省

力・低コスト）を検討。２回刈り多収栽培の適正品種（６品種）の検討を

実施する。

※各団体の飼料増産行動会議で作成したパンフレットなどがありましたら送付

下さい。



                            （社）中央畜産会 
平成 19年度飼料増産運動の取り組み状況について 

 
１．全国団体飼料増産行動会議等の開催状況 
 
  該当なし 
 
２．地方団体飼料増産行動会議の開催状況 
 
該当なし 

 
３．本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について 
 
・ 中央の活動方針等情報の提供 
・ 中央畜産会広報誌「畜産コンサルタント」の特集等の編成 
・ 優良畜産経営管理技術発表会の開催 
・ 畜産大賞表彰事業の実施 
・ 補助事業（新規参入円滑化対策事業）の活用  



社団法人 全国肉用牛振興基金協会

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 全国団体飼料増産行動会議等の開催状況

－平成１９年度肉用牛中央研修会／島根県会場（受講生：４４名）－

・開催月日：平成１９年６月１１日（月）～１５日（金）

・開催場所：島根県大田市

農業・食品産業技術総合研究機構 近畿中四国農業研究

センター大田研究拠点

（１）肉用牛中央研修会での講習を通じ、飼料自給率向上対策のポイントや地

域資源（水田、畑地、樹園地、山林原野等の遊休地）を有効に活用してい

る西日本の特色ある事例を紹介しながら、今後の中山間地域の活性化に向

けて放牧が果たす役割・機能等について情報提供を行った。

（２）また、肉用繁殖雌牛増頭への取組みと粗飼料増産の重要性に関する啓発

を受講生（西日本地域の県職員、県農協連、ＪＡ職員等）に行った。

２ 地方団体飼料増産行動会議の開催状況

３ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画について

（１）平成１９年度肉用牛中央研修会／福島県会場を平成１９年１１月１２日

（月）～１６日（金）に開催予定。

（２）当該研修会においても、肉用牛増頭への取組みと粗飼料増産の重要性等

に関する情報提供等を実施予定。



(社)日本草地畜産種子協会 
平成 19年度飼料増産運動の取組状況について 

 
１ 全国飼料増産行動会議等の開催状況 
（１）第 1回全国飼料増産行動会議 

期日：平成 19年 4月 19日（木） 
場所：「三田共用会議所」  

①平成 19年度行動計画の策定 
②飼料作物作付面積の拡大 
③飼料増産重点地区 

（２）第 1回全国飼料増産行動会議幹事会 
期日：平成 19年 4月 16日（月） 
場所：イイノビル 8階 第４から６会議室 

①「全国飼料増産行動会議」に同じ 
（３）地方農政局との飼料増産行動会議との共催 

・東北農政局：「第 1回東北地域飼料増産行動会議」（5/17） 
・関東 〃 ：「第 1回関東地域飼料増産行動会議」（5/31） 
・北陸 〃 ：「第 1回北陸地域飼料増産推進協議会」（5/11） 
・東海 〃 ：「第 1回東海地域飼料増産推進協議会」（5/16） 

「東海地域飼料増産現地検討会」（6/19） 
・近畿 〃 ：「第 1回近畿地域飼料増産行動会議」（5/17） 
・中国四国〃：「第 1回中国四国地域耕畜連携推進協議会」（5/29） 
・九州 〃 ：「第 1回九州地域飼料増産行動会議」（5/15） 
・沖縄総合事務局：「第 1回沖縄地域飼料増産推進協議会」（5/25） 

 
２ 「飼料増産行動計画」に基づく飼料増産の取組 
（１）「第 11回全国草地畜産コンクール表彰式」の開催 

期日：平成 19年 6月 28日（木） 
場所：「発明会館ホール」 
受賞者 

①農林水産大臣賞：小栗隆（北海道八雲町）放牧酪農経営 
②農林水産省生産局長賞：中山壽雄（北海道小清水町）酪農経営 

片岡一也（北海道別海町）酪農経営 
立科町稲発酵粗飼料推進連絡会議代表 角田敏明（稲ＷＣＳ） 

 
 



③(社)日本草地畜産種子協会会長賞：藤澤和美（北海道陸別町）酪農経営 
相馬秀一（福島県南相馬市）酪農経営 
沖田浩（島根県邑南町）酪農経営 

④会長特別賞：小林大悟（岡山県美作市）肉用牛繁殖経営 
相田茂（大分県佐伯市）肉用牛繁殖経営 

 
３ 「飼料増産行動計画」に基づく、今後の飼料増産の取組 
（１）放牧アドバイザーによる現地指導等 

・全国 8地域より派遣要請（6月まで３件、7月以降５件） 
（２）第 7回放牧サミットの開催 

期日：平成 19年 9月 27日～28日 
場所：青森県十和田市 

（３）放牧伝道師養成研修の開催 
時期：９～10月 
場所：（独）家畜改良センター中央畜産研修施設等 

（４）集約放牧技術検討会の開催（時期：秋期・場所：北海道下） 
（５）放牧酪農研修会の開催（時期：秋期・場所：北海道下） 
（６）コントラクター養成研修の開催（時期： 12月・場所：九州地域等） 
（７）コントラクター実態調査の開催（時期：6月～） 
（８）コントラクター情報連絡会議の開催（平成 20年２～３月・東京都下） 
（９）その他の「諸計画」は計画通りに実施する。 

 
４ 飼料増産の普及・啓発 
（１）「飼料増産ホットニュース（４～６月）」の発行 
（２）「稲わらの利用拡大」に関する新聞掲載（7月） 

 



第 11回全国草地畜産コンクール受賞者と受賞理由 
社団法人日本草地畜産種子協会主催による「第 11回全国草地畜産コンクール表彰式」が平成 19
年 6月 28日に開催され、農林水産大臣賞に北海道八雲町の「小栗隆」氏が選ばれるとともに､農林
水産省生産局長賞、（社）日本草地畜産種子協会会長賞など８人の受賞が決まりました。ここに受賞

者及び受賞理由を紹介いたします。 

受 賞 名 受 賞 者 経営概況 受 賞 理 由 

最優秀賞 
（農林水産大臣賞） 

小
お

 栗
ぐり

  隆
たかし

（北海道八雲町）

酪農 
成牛 45頭 
うち放 45牧頭 
牧草地 54.7ha. 
うち放牧地 16.4 ha

濃厚飼料多給の「高収益・高コスト・低

所得」経営から、平成９年に放牧酪農経

営に転換し、「土・草・牛」と家族の力

を生かした「低収益・低コスト・高所得」

を実現した。この経営は、次世代に継承

できる環境に優しい持続可能な自然循

環型の酪農経営。併せてゆとり創出に伴

うチーズ工房の創設で消費者交流と等。

中
なか

 山
やま

 壽
ひさ

 雄
お

 
（北海道小清水

町） 

酪農 
成牛 62頭 
飼料作 47.9ha. 
 

酪農経営と畑作農家と３年間の使用貸

借契約による交換耕作（ビート→トウモ

ロコシ→バレイショ）によりアルファル

ファとトウモロコシの組合せによる長

期輪作で高品質自給飼料生産による高

泌乳、高収益の酪農経営。 

片
かた

 岡
おか

 一
かず

 也
や

 
（北海道別海町）

酪農 
成牛 78頭 
育成牛放牧 25頭
牧草地 84.7ha 
うち放牧地 4.0ha

アルファルファ栽培の困難な地域で適

切な曝気処理によるスラリー調整とリ

ン酸主体の有機配合肥料の投入により

マメ科牧草の維持年限を拡大するなど、

土づくりを重視した良質な粗飼料生産

を実践した堅実な酪農経営。 

優秀賞 
(農林水産省生産局長
賞) 

立科町稲発酵粗飼

料推進連絡会議 

代表 角田
つの だ

敏明
としあき

（長野県立科町） 

稲発酵粗飼料 
構成員：耕種農家 43

名 

受託面積 9.9ha 
供給先：畜産農家 9

名 

平成 15 年、町、農協等の指導の下、耕
種農家の飼料イネ生産組合と肥育農家

の飼料イネ収穫利用組合が耕畜連携組

織を設立。今では収穫利用組合が収穫・

調製・運搬を行うコントラクターであ

り、生産組織との明確な機能が分担され

ている。組織体制、経営内容、支援体制

も充実し「コシヒカリ」稲ＷＣＳ給与で

生産した牛肉のブランド化に町独自の

認証制度を実施する等の耕畜連携のモ

デル的組織。 
協会会長賞 
（㈳日本草地畜産種

子協会会長賞） 

藤
ふじ

 澤
さわ

 和
かず

 美
み

 
（北海道陸別町）

酪農 
成牛 135頭 
飼料作 164.0ha 
うち借地 40.0ha 

飼養規模拡大に伴う飼料基盤を確保す

るため、離農、高齢農家の土地基盤を積

極的に活用しトウモロコシやチモシー

の適期収穫と草地管理に小麦栽培（堆肥



 
 

の有効利用、敷料確保、雑草の抑制等）

を導入した独自の輪作体系により良質

粗飼料を確保し、新たな地域農業を担う

酪農経営。 

相
そう

 馬
うま

 秀
しゅう

 一
いち

 
（福島県南相馬

市） 

酪農 
成牛 73頭 
飼料作 12.8ha 
うち借地 10.5ha 

イノシシ被害が多発する中山間地域に

あっても遊休桑園を積極的に集積し、完

熟堆肥の投入による飼料生産力の高い

「トウモロコシ＋イタリアンライグラ

ス」の二作体系を行い、低コスト自給飼

料生産と高泌乳を実現した家族型酪農

経営。 

沖
おき

 田
た

  浩
ひろし

 
（島根県邑南町）

酪農 
成牛 47頭 
飼料作 4.5ha. 
うち借地 1.0ha 

中国山地の条件不利地域で借地等によ

り飼料畑を確保し、イタリアンライグラ

スと獣害に強いスーダングラスの作付

体系。生産した自給飼料は乾乳牛と育成

牛に多給、搾乳牛には購入粗飼料を給

与。堆肥の一部は耕種農家の稲わら交換

とするなど地域資源循環型農業と児童

の体験学習・研修等を通じた「食農」を

推進する酪農経営。 

小
こ

 林
ばやし

 大
だい

 悟
ご

 
（岡山県美作市）

肉用牛繁殖経営 
繁殖牛 36頭 
飼料作 9.9ha. 
うち借地 8.9ha 

中山間地域の制約条件多い農業環境下

にありながら借地にはイタリアンライ

グラスとなつ乾草の二作体系、遊休農地

は簡易放牧の実証展示ほに、特産の黒豆

殻、稲わらは堆肥との交換で収集し、粗

飼料自給率 88％を確保している地域飼
料資源活用型の肉用牛繁殖経営。 

協会会長賞 
（㈳日本草地畜産種

子協会会長特別賞） 

相
あい

 田
だ

  茂
しげる

 
（大分県佐伯市）

肉用牛繁殖経営 
繁殖牛 42頭 
飼料作 50.3ha 
うち借地 42.4ha 

狭隘な山間地で借地も含め 59 筆の土地
集積を図り、イタリアンライグラスとソ

ルゴーを作付け、畦畔草も可能な限り飼

料資源に利用している。水田から乾燥わ

らと生わら（ベールラップサイレージ）

を収集し、そのほ場には完熟堆肥を還元

するなど資源循環型農業を実践。一方、

水稲作の請負や土地活用の依頼を受け

るなど地域社会と密接な連携を持つと

ともに行政機関、農協、畜産ネットワー

ク等と連携をとった親子二世代による

肉用牛繁殖経営。 
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（独）農業・食品産業技術総合研究機構

畜産草地研究所

平成19年度飼料増産運動の取組状況について

２ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

●飼料作物の生産拡大

－うち稲発酵粗飼料について

１．技術の開発および普及

①政府委託プロ「粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発（えさプロ：

H18-21 」のうち）

「飼料調製給与分野 H19年度現地検討会」H19年9月20～21日、広島県

（自給飼料の収穫調製および流通技術、自給飼料を活用した発酵ＴＭＲ調製

および給与技術の現状と課題を整理するとともに、生産・利用場面での現状

を把握し、今後の研究の加速と普及促進に資する ）。

・ 多収飼料米品種を活用した高品質豚肉生産システムの確立（先端技術を「

活用した農林水産研究高度化事業：H18-20 」）

（超多収飼料米新品種を活用し、濃厚飼料自給率１％向上を可能とする養豚

技術体系を立証するとともに、遊休水田の活用方策を提示する ）。

・ 家畜糞尿活用による飼料イネ生産・調製の現地実証試験（畜草研 H19戦「

略的研究 」栃木県）

（家畜ふん尿主体の飼料イネ栽培を中核とした粗飼料増産と調製・利用を実

証する ）。

②「稲発酵粗飼料普及拡大のための出前研修（畜草研 H19戦略的研究 」愛）

媛県他４県

（ 、 。）稲発酵粗飼料の飛躍的拡大を目指し 全国各地との連携強化に取り組む

③「日中韓－飼料イネの生産と利用に関する国際シンポジウム」H19年10月9

～12日、北京

（国内の飼料生産の拡大が共通の喫緊の課題である日本、中国、韓国の３カ

国の研究者による飼料イネの生産と栽培に関する情報交換を行う ）。

２．研修等の実施及び講師派遣

②「乳・肉牛の精密栄養管理に対応した飼養技術習得研修（H19革新的農業

技術習得研修 」H19年10月2～4日、畜草研那須研究拠点）

（乳・肉牛の飼料給与設計技術とTMR利用技術（精密栄養管理に対応した飼

料設計、給与技術）を講習する ）。

③「稲の飼料利用推進行政・研究連絡会議への講師派遣」H19年7月4日

（飼料稲に係る研究開発の現状と課題として、新品種の開発、生産技術、稲
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発酵粗飼料の利用技術等の成果等について報告・検討する ）。

・近畿農政局主催研修会への講師派遣、H19年9月

（発酵ＴＭＲの高品質調製・給与技術について講演する ）。

⑤「飼料イネの研究・普及に関する情報交換会の開催（畜草研 H19産学官連

携推進費 」H20年3月）

（飼料イネの行政・普及・研究に関して広く関係者間の情報交換を行う ）。

－うちトウモロコシについて

①「乳・肉牛の精密栄養管理に対応した飼養技術習得研修（H19革新的農業

技術習得研修 」H19年10月2～4日、畜草研那須研究拠点）

（乳・肉牛の飼料給与設計技術とTMR利用技術（精密栄養管理に対応した飼

料設計、給与技術）を講習する ）。

②政府委託プロ「粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発（えさプロ：

H18-21 」のうち）

(1)「飼料作物栽培分野 H19年度現地検討会」H19年7月19日、畜草研那須研

究拠点

（飼料用トウモロコシ等の不耕起播種技術に関する現状と課題を整理し、今

後の研究の加速と普及促進に資する ）。

(2)「飼料作物育種分野 H19年度現地検討会」H19年8月30～31日、長野県

（寒冷地～温暖地東部向けトウモロコシ育種及びソルガム育種、並びに高消

化性遺伝子を利用したソルガム育種の現状と今後の課題について情報交換を

行う）

●国産稲わらの利用拡大

①「乳酸菌による生稲わらのサイレージ調製技術（政府委託プロ「粗飼料多

給による日本型家畜飼養技術の開発（えさプロ：H18-21 ））」

（埼玉県農林総合研究センターに、生稲わらのサイレージ用乳酸菌「畜草１

号」添加による調製・給与技術の開発を、また富山県農業技術センター畜産

試験場に、生稲わらサイレージおよび食用米副産物等を活用した黒毛和種去

勢牛向け発酵ＴＭＲ調製・給与技術の開発を委託し、連携協力を進める ）。

●放牧の推進

１．技術開発の推進

①「マーケティング調査結果と放牧牛乳のコンセプトの評価（農水省知的集

約型産業創造対策事業 。）」

（放牧牛乳に対する消費者の評価を調査し、放牧牛乳のプレミアム化のため

の基準作りを行う ）。

・政府委託プロ「粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発（えさプロ：

H18-21 」のうち）
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「放牧分野 H19年度現地検討会」H19年9月20～21日、北海道

（多様な放牧システムにおける栄養管理の指標化を目的とする。本年度は北

海道農業研究センター、北海道大学、北里大学で実施されている研究課題の

現地視察と検討を行い、研究の加速と普及促進に資する ）。

２．多面的機能の評価と普及促進

「 （ ）」① 放牧による生物多様性保全機能研究 環境省研究開発推進費：H19-20

（放牧が草地の植物種構成の多様性を維持促進する機能を明らかにする ）。

②「放牧による家畜の健康性、牛乳中の機能性成分の向上に向けた研究の推

進（機構交付金プロ H19-21 」）

（放牧が牛の健康性の向上や牛乳の機能性成分増加を促進することを明らか

にし、放牧の推進に資する ）。

③「放牧効果による肉用牛の内蔵脂肪蓄積低減技術（畜草研 H19戦略的研

究 」）

（牛肉生産における放牧導入効果を明らかにするため、放牧育成－肥育方式

により生産された牛肉の肉質及び機能性成分を評価する ）。

④「水田里山放牧推進のための現地検討会（畜草研 H19戦略的研究 」栃木）

県、H19年8月、11月

（水田里山での放牧推進に向け、現地検討会や後援会を開催する。本年度で

５年目を迎える）

３．小規模移動放牧の普及促進

①「耕作放棄地を対象とした放牧草地化技術とその利用・管理技術実地研修

（H19革新的農業技術習得研修 」H19年9月4～5日、群馬県富岡市）

（群馬県の協力を得て、全国からの20数名の受講者を対象に、草地の造成・

管理、放牧牛の栄養管理・衛生管理・行動制御、放牧地の環境影響評価手法

等の講義、並びに播種時の条件など草地の造成管理技術の実習を行う ）。

・ 小規模移動放牧の出前研修（畜草研 H19戦略的研究 」H19年7月19～20「 ）

日、徳島県

（小規模放牧での草地化促進、センチピートグラスの導入を指導する ）。

・ 酪農での現地実証試験による放牧導入の効果（畜草研 H19戦略的研究 」「 ）

栃木県

（栃木県北部での酪農経営への放牧導入が、家畜の健康、自家生産飼料によ

る栄養供給量に及ぼす効果を明らかにする ）。



生物系特定産業技術研究支援センター

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 団体飼料増産行動会議等の開催状況

・実績なし

２ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・汎用型飼料収穫機等の現地検討会(協力も含む)

開催時期 場所 主催者 参集範囲

８月下旬 福岡県内 生研センター、新農 福岡県内の普及センター、農家

機共催、福岡県後援 行政関係者

、 、９月下旬 岐阜県内 東海農政局 管内の行政関係者 試験研究者

(講師協力) 農家

９月20～ 広島県 畜草研、広島県 えさプロの現地検討会として、

21日 （広島市 (後援協力) 研究参画関係者のみ

ほか）

８月７日 京都府 近畿農政局 細断型ロールベーラ

、 、(綾部) (講師協力) 管内の行政関係者 試験研究者

農家、

、 、 。生研センターが主催 共催 後援となる場合新農機も参画できるようにする



農研機構 作物研究所

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 団体飼料増産行動会議等の開催状況

・開催の実績なし

２ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・ 粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発（えさプロ 」）

飼料イネ品種栽培分野 現地検討会

日時：10月23日～24日

場所：国際農林水産業研究センター 熱帯・島嶼研究拠点（沖縄県石垣市）

・ 次年度に品種登録を予定する飼料イネ系統の事前立毛調査



(独)家畜改良センター

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ 飼料増産行動会議等の開催状況

（１）飼料増産行動会議への参加状況

①北海道飼料自給率向上戦略会議（４月２５日・札幌市）

②東北地域飼料増産行動会議（５月１７日・仙台市）

③岩手県飼料増産推進協議会（６月２５日・盛岡市）

④関東地域飼料増産及び食品残さ飼料化（エコフィード）合同行動会議

（５月３１日・さいたま市）

⑤中国四国地域耕畜連携推進協議会（５月２９日・岡山市）

⑥九州地域飼料増産行動会議（５月１５日・熊本市）

（２）平成１９年度活動状況

①簡易草地更新技術の現地研修会

民間の草地（２カ所、１５ha）において、作溝型作業機による簡易更新技術の実

演及び講習を行った （５月３０日・鹿児島県湧水町・４６名参加）。

②バンカーサイロ調製技術

ＴＭＲセンターにおいて、バンカーサイロ調製を効率的に行う技術の現地指導を

行った （６月１１日・北海道中標津町・４０名参加）。

③優良品種の大規模栽培技術実証

、 「 」 。家畜改良センターにおいて マメ科牧草 ガレガ の実証展示及び講演を行った

（６月２６日・北海道新ひだか町・２０名参加）

④未利用地放牧の実施

肉用牛農家等を対象とした未利用地放牧を実践するため、技術指導、実証展示等

を行った （全国３４か所・６３ha）。

２ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

（１）飼料増産行動会議への参加

各地域における飼料増産行動会議に積極的に参加し、行政、関係団体、試験研究機

関、各種協議会と協議しながら、具体的な取組を検討する。

（２）飼料作物の生産拡大及び生産性向上

①優良飼料作物種子の増殖

・飼料専用イネ

「ニシアオバ （種子収穫予定量５,８５０kg、約２００ha作付相当量）」

「タチアオバ （種子収穫予定量７,０５０kg、約２５０ha作付相当量）」

・北海道道東向けトウモロコシ

「ぱぴりか （種子収穫予定量２,０６５kg、約８０ha作付相当量）」



②優良飼料作物の大規模実証展示

・トウモロコシ国内育成品種「ゆめシリーズ」

③新型機械の開発に関する調査への協力

・汎用型カッティングロールベーラの開発

④飼料生産技術の実証展示、研修会の開催等

・トウモロコシラップサイレージ調製技術

・経年草地の簡易更新技術

（３）放牧の推進

肉用牛農家等を対象とした未利用地放牧について、簡易電気牧柵等を用いた放牧技

術に関する現地検討会の開催等により、新たに１２箇所程度実施する。

（４）飼料生産の外部化・組織化の推進

北海道コントラクター組織連絡協議会と連携して研修会を開催するほか、酪農ヘル

パーを対象とした飼料生産作業機械操作研修を実施する。



北海道

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況

北海道の取組のとおり

２－１ 都道府県行動会議の開催状況

北海道飼料自給率向上戦略会議（４月２５日開催）

決定事項：

平成１９年度北海道行動計画の策定

・ サイレージ用とうもろこしの作付拡大

・ 計画的な草地更新の推進

・ 放牧の推進

・ コントラクター、TMRセンターの振興

・ 公共牧場の利用促進

・ 稲発酵粗飼料の生産・利用拡大

・ 道産稲わらの利用拡大

・ 有機性資源の活用促進

２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催

特に報告なし

３ 北海道での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

特に予定していない

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・公共牧場夏期研修会（７月下旬）



東北農政局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況（５月１７日開催）

・ 全国会議での拡大面積目標を踏まえ、3,800㌶について県の意向値また

は県実績値の２％を努力目標とする県別の拡大面積目標を提示し、決定。

・ 重点市町村数の拡大（各県１地区以上）の申し合わせ

・ ＷＣＳ、水田活用対策等について引き続き推進することを確認。

（単位：ha）

２－１ 都道府県行動会議の開催状況

重点推進事項(決定）増産行動会議

開催時期

青森県 6月4日 H19年度の県出先単位ごとの取り組み計画の策定

岩手県 6月25日 H19年度県飼料増産行動計画の決定。①水田利活用、②

肉用牛増頭運動との連携による公共牧場利用推進、③稲

わら流通情報の共有化の推進等

宮城県 4月16日 ①WCS作付３１４㌶、②水田牧草作付２，５４６㌶以上、

③奨励品種展示圃２種９箇所設置

秋田県 7月17日 未定

山形県 5月17日 水田における飼料作物作付けの強化

福島県 7月下旬 H19年度行動計画の協議

15,1001,60013,500福島県

6,8271476,680山形県

9,3512019,150秋田県

15,73933915,400宮城県

46,29799745,300岩手県

23,91551523,400青森県

117,3003,800113,500東北全体

H19目標H19
拡大目標

H18実績　



２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催

各県とも市町村単位では行動会議を開催していない。

(重点市町村に対しては、県出先機関と連絡を取り、１年の行動方針等

を検討･相談している模様）

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

本年度についての開催は予定していない。

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・ １９年度公共牧場事例調査の実施 (７月～１２月）

（経営の改善等に取組、稼働率･利用率の向上を果たした事例や、他の

事業の導入･拡大により収益を改善した事例を調査し啓発する）

・ 地域飼料増産行動会議主催((社)日本畜産草地種子協会共催)によるシン

ポジウムの開催(１０月上旬開催を念頭に今後調整）

（水田における飼料作付の定着・高品質粗飼料の拡大及び水田の効率的

利用を踏まえた自給率向上を訴求 ）。

・ 電牧利用による耕作放棄地･休耕田等による簡易放牧技術普及のため、

現地検討会等の実施を今後検討

・ 県段階での検討会･現地調査等への積極的な参加(現地での増産達成への

要請等の実施）



(参考)

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県
１　県会議
開催時期

6月4日 6月25日 4月16日 ７月１７日予定 5月17日 ７月下旬予定

１での決
議･方針等

各出先ごとの平成19年
度の取り組み計画

本年度県飼料増産行動
計画の決定
（①水田の利活用推進、
②いわて肉用牛増頭運
動との連携での公共牧
場の利用推進、③稲わら
流通情報の共有体制の
構築等）

①WCS作付３１４㌶、②
水田牧草作付２，５４６㌶
以上、③奨励品種展示
圃２種９箇所設置

未定
水田における飼料作物
作付の推進

本年度行動計画の協議

1-2　市町
村の取組

なし
なし(但し、県出先単位で
の情報交換会を実施）

現時点なし

①７月１８日　仙北地域
稲醗酵粗飼料推進協議
会開催、②６月２９日　JA
秋田おばこ和牛部会稲
醗酵粗飼料講習会開催

なし なし

２　わら収
集関係会
議の予定

①稲わら焼却防止担当
者会議、
②稲わら商談会の開催
（７月下旬）

県飼料増産推進協議会
開催と併せた開催の検
討

全国段階の会議等への
参加(全農県本部主催の
会議･催しへの協力)

全農県本部開催の会議
への出席（６月１８日）

①耕畜連携水田活用の
キャランバン(～８月）、②
稲わら収集集団育成研
修会の開催(８月）

なし

３　具体的
運動事項

①現地検討会の開催（７
～１０月）、
②県会議を２０年２月に
予定

①現地検討会の開催（９
月）、②実証展示（遊休
農地での放牧、簡易管
理機）、③ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ栽培
調整技術セミナー開催
(センター岩手牧場共催・
８月９日）

現地検討会の開催
（WCS・水田放牧・細断型
ロールベーラー実証等）

①稲ＷＣＳ情報交換会の
開催（７月）、②飼料作物
奨励品種普及現地検討
会開催、③ＷＣＳ専用品
種の実証ほの設置、④
増産行動会議２０年３月
予定等

２の他に、①WCS利用促
進検討会の開催、②生
産性の向上に係る地域
勉強会の開催等

①行動会議（７･１２月予
定）、
②現地検討会（９月予
定）、
③パンフレット作成予定

４　重点市
町村におけ
る運動方針

水田放牧(今別町）、サイ
レージ用とうもろこしの作
付面積の集積(東北町）、
飼料用稲の直播栽培の
実施(十和田市）、畜産公
共事業による細断型ﾛｰ
ﾙﾍﾞｰﾗｰの導入(横浜町）

TMRセンターを中心とし
たデントーコーン栽培調
整技術についての現地
検討会(９月予定)

公社による細断型ロール
ベーラーの実証(全県
域）・登米市でのWCS、
飼料米の普及・栗原市で
の放牧推進等

①草地造成、整備等の
計画策定（H19：北秋田
市）、
②畜産公共事業の着手
（羽後町）

各地域とも１０月から１月
の間検討会等を予定

①　WCS収穫調製専用
機実演会、
②細断型ロールベーラ実
演会予定

Ｈ１９年度飼料増産運動方針(東北管内）



平成１９年７月６日

関 東 農 政 局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況

(１)５月１０日（木） 「平成１９年度自給飼料担当者会議」

決定事項：５月３１日の関東地域飼料増産行動会議に提案する行動計画

（案）等について説明し、これを同会議で諮ることを決定。

(２)５月３１日（木） 「平成１９年度第１回関東地域飼料増産行動会議」

決定事項：

① 関東地域飼料増産行動会議の目標数値（別紙１、別紙２）

② 関東地域飼料作付面積拡大目標数値 （別紙３）

③ 関東地域飼料増産行動会議行動計画 （別紙４）

(３)６月４日(月）～５日（火） 「平成１９年度管内草地担当者会議」

決定事項：公共事業の掘り起こしに係る活動方針（別紙５）

２－１ 都道府県行動会議の開催状況

(１)茨城県

ア 開催日：６月１３日（水）

イ 決定事項（目標等 ：）

① 飼料自給率向上に向けた行動計画

② 関連事業の実施状況説明及び活用促進

③ 稲発酵粗飼料生産に係るマニュアル改訂及び農薬関係

④ 飼料増産現地研修会の開催（８月２３日）

⑤ 関係各機関ごとの１９年度の取組計画について情報交換

（自給飼料一般、遊休農地等放牧、稲発酵粗飼料 等）

ウ 地域飼料増産推進会議

県の出先機関（地方総合事務所）ごとに、４地域で７月中に開催予定。

取組計画､関連事業の活用促進及び関係機関との連携強化等を予定。

(２)栃木県

ア 開催日：７月１１日（水）予定

イ 決定事項（目標等 ：）

① 飼料増産の基本方針

② 地域戦略会議の現地事例調査 等



(３)群馬県

ア 開催日：６月２９日（金）

イ 決定事項（目標等 ：）

① 自給飼料増産方針(１９年度取組計画)について協議・決定

② 畜産関係者に対して、畜産コントラクターによる飼料生産

作業受託の取組を紹介 等

(４)埼玉県

ア 開催日：７月１０日（火）予定

イ 決定事項（目標等 ：）

平成１９年度埼玉県飼料増産行動計画

※目標数値等は特に設定せず。

(５)千葉県

ア 開催日：６月２７日（水）

イ 決定事項（目標等 ：）

① 飼料増産運動

② 飼料生産基盤の拡大

（トウモロコシの作付拡大：1,160ha→1,600ha 等）

③ 稲発酵粗飼料の作付拡大

（稲発酵粗飼料の作付拡大：65ha→80ha 等）

④ 国産稲わら利用拡大

⑤ 放牧の推進（新規実証展示４ヶ所 等）

⑥ 外部化の推進（新規１集団）

ウ 地域飼料増産行動会議

県の出先機関(農林振興センター)ごとに１０地域に分け開催予定。現在

まで次の地域で開催。

① 地域名：安房地域飼料増産行動会議

② 開催日：６月８日（金）

③ 決定事項（目標等 ：）

・放牧の推進を中心に活動方針を決定。

(６)東京都

開催予定なし

(７)神奈川県

ア 開催日：７月３１日(予定）

(８)山梨県

ア 開催日：６月７日 幹事会

７月上旬～中旬（予定） 行動会議



イ 決定事項（目標等 ：）

① 飼料作物作付面積及び生産量の維持・拡大

② 飼料増産運動の方針

③ 国産稲わらの利用拡大

④ 稲発酵粗飼料の作付拡大

⑤ 外部化の推進

⑥ 放牧の推進

(９)長野県

ア 開催日：６月７日（木）

イ 決定事項（目標等 ：）

① 飼料作物増産

② 稲発酵粗飼料の生産拡大

③ 公共牧場及び遊休荒廃地等を活用した放牧推進 等

ウ 地域飼料増産行動会議

諏訪地方事務所(６月４日)、長野県農業開発公社木曽支所(６月１３

日) 下伊那地方農政事務所(６月２８日)及び木曽地方事務所(６月２９日)、

において、それぞれ会議等を開催。

(10)静岡県

ア 開催日：５月２４日（木）

イ 決定事項（目標等 ：）

① １９年度静岡県飼料増産行動計画について

・水田飼料作物の生産振興

・コントラクタ組織の育成

・耕作放棄地等への繁殖和牛の放牧推進

・草地資源の有効活用 等

② １９年度静岡県飼料自給率向上推進事業実施計画について

ウ 地域飼料増産行動会議

富士農林事務所(４月２５日)、中遠農林事務所(５月１０日)、賀茂・東

部農林事務所(５月１８日)及び中部・志太榛原農林事務所(５月２３日)に

おいて、会議を開催。

２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催

(１)栃木県

ア 市町村名：那珂川町

イ 開催日 ：６月４日（火）

ウ 決定事項（目標等 ：）

飼料稲鉄コーティング種子の直播き現地検討会の開催



(２)山梨県

ア 市町村名：北杜市、富士河口湖 他

イ 開催日 ：７月下旬から（予定）

ウ 決定事項（目標等 ：）

２-１の(８)のイに同じ

(３)長野県

ア 市町村名：富士見町

（ア）開催日：６月１５日（金）

（イ）決定事項（目標等 ：）

稲・麦ＷＣＳの取組の検討及び生産体制確立に向けた調査研

究への取組推進 等

イ 市町村名：立科町

（ア）開催日：６月２８日（木）

（イ）決定事項（目標等 ：）

稲発酵粗飼料の作付拡大及び積極的な利用推進

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

・７月下旬～８月上旬 千葉県及び静岡県内において、国産稲わら確保等の

ためのキャラバンを行う予定。

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

○ 日程の決まっている取組

(１)１９年度第１回関東地域飼料増産行動会議 専門部会

ア 開催日：平成１９年７月２３日（月）

イ 場 所：さいたま新都心合同庁舎 検査棟 １階 共用会議室１

ウ 議 事：

（ア）青刈りとうもろこし及び平成２０年度稲発酵粗飼料用稲の作付拡大

（イ）離農跡地・遊休農地等の畜産利用促進のための取組



(２)細断型ロールべーラ収穫・調製に係る実演会

ア 開催日：平成１９年８月２３日（木）

イ 場 所：

（ア）現地検討会：茨城県小美玉市

（イ）屋内検討会：茨城県茨城町

ウ 内 容：

（ア）現地検討会

ⅰ 美野里酪農の取組事例の紹介

ⅱ 細断型ロールべーラ収穫・調製実演

（イ）屋内検討会

ⅰ 美野里酪農の取組事例について

ⅱ 細断型ロールべーラ等の現状とサイレージの品質について

ⅲ 質疑応答・意見交換

○ その他の取組 別紙４参照



　 別紙４

項　　目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 備　　　考

　　凡例；

　

関 東 地 域 飼 料 増 産 行 動 計 画 （ 平 成 １ ９ 年 度 ）

第１回全国飼料増産行動会議

会議・研修会

稲発酵粗飼料用稲・青刈りとうもろこし等の作付拡大のための現地指導
（６～９月）

情報提供等

現地指導等

第２回全国飼料増産行動会議

農政局ＨＰや広報誌へ、消費者の理解醸成を図るための各種イベントの掲載、ふれあい牧場等の情報提供の充実

管内自給飼料担当
者会議（５月１０日） 第１回関東地域飼料増

産行動会議（５月３１日）
第２回関東地域飼料増
産行動会議（２月）

関東地域飼料増産行
動会議専門部会（６月）

畜産草地研究所との共催による
「飼料イネの研究と普及」に係る情
報交換会（３月）

コントラクター優良事例
リーフレットの作成・配布
（４月）

国産稲わら確保のためのキャラバン（６～７月）等、
稲わら完全自給のための指導等

「関東地域飼料増産行動だ
より」の作成・配布（６月）

「関東地域飼料増産行動だ
より」の作成・配布（９月）

「関東地域飼料増産行動だ
より」の作成・配布（３月）

「関東地域飼料増産行動だよ
り」の作成・配布（１２月）

コントラクター育成のため
の研修会の実施（２月）

水田及び耕作放棄地での
放牧推進のための問題解
決事例集の作成・配布（２
月） 「稲発酵粗飼料に関する

栽培・収穫・給与事例」の
情報の共有と活用（３月）

管内草地担当
者会議
　（６月４、５日）

　　　　飼料増産推進モデル地域現地研修会（２地区） 関東地域飼料増産行
動会議専門部会（２月）

自給飼料生産優良事
例パンフレットの作
成・配布（４月）

「平成１９年度第１回関東地域飼料増産行動会議ま
でに重点的に取り組む事項」の工程管理（３～５月）
（水田における飼料作物作付拡大のための取組の開
始、１９年度稲わらの完全自給を目指すため、出来
秋国産稲わら確保に向けた取組みを早期に開始）

　　　　　      飼料増産重点地区の掘り起こし、１９年度計画の取りまとめ、追加登録（６～１１月）

青刈りとうもろこし等の作付
拡大向けた農家等に働きか
けるためのリーフレットの作
成・配布（１１月）

細断型ロールベーラ
の実演会（８月）

国産稲わら広域流通実態調査（６～８月）

畜産公共事業実施概要
の作成・配布（６月）

　　　　                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飼料増産重点地区の掘り起こし及び既存重点地区の現地指導（６～３月）

需給マップやネットワークを
活用した仲介・斡旋活動の
強化に関する指導・作付増
加への取組推進

飼料増産運動

飼料作物の生産拡大

国産稲わらの利用拡
大

放牧の推進

飼料生産の外部化・組
織化の推進

生産性の向上

離農跡地・遊休農地等の活用促進（６～３月） 消費者の理解醸成

公共牧場利用推進に係る現
地調査・指導（１０月）

離農跡地・遊休農地等活用
のためのリーフレットの作
成・配布(3月）

















 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

群馬県自給飼料生産の推移
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配合飼料購入と自給飼料生産の比較

－コーンサイレージ、作った方がお得？－
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71,500円1,315kg920ｋｇ5,000ｋｇ

ＴＤＮ換算
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コーン生産費 60,000円/10a

配合価格 55,000円/ｔの場合：

※ 自給飼料 11,500円 のお得！！

配合飼料価格 46,200円以下の場合：

※配合飼料がお得？

ｺｰﾝｻｲﾚｰｼﾞ生産費
上段：現物 下段：10a

40,000

46,200

11,500

/ 70 % * 55,000円* 18.4 %

値上値下10ａ コーンから、71,500円分の
配合飼料が生産される。

 
 

１ 土地利用型（資源循環型）畜産への転換

（生産者自身による自給飼料増産・給与）

ハードル１：生産者自身の自覚・認識

（酪農家の合理的判断：輸入飼料に依存して出荷乳量を増やした）

ハードル２：自給飼料生産基盤の確保

①機械力・労働力 ②農地 ③製品品質・コスト

ハードル３：支援組織の強化

①作業支援 ②土地支援 ③収穫調製・給与支援

２ 粗飼料生産における耕畜連携の推進・発展

＊ 飼料用イネ：市町村水田協議会との連携

＊ 飼料用麦：水田の高度利用（未利用水田裏の活用）

＊ 輪作の推進：ソルゴーのコンニャク根腐病への効果試験

群馬県自給飼料増産方針

 



新しい 「飼料作物生産の仕組み」 を創ります 
群馬県 畜産課 
 

最近における飼料価格の上昇により、輸入飼料に依存する畜産経営は、

転機を迎えています。しかし、自給飼料生産には、①労働・機械力、②

農地の確保、③飼料品質・コスト 等克服すべき課題が多くあります。 

これらの課題解決を図る仕組みとして、 
 

「畜産コントラクター」 による、「裏作が活用されてい

ない水田」 での、「飼料用麦」 生産を 提案します。 
 
 
 
 
 

課題への対応 

① 労働・機械力 

・農業公社 受託面積 

H17：58ha、18：88ha、19：115ha（見込）

・建設産業との連携 

H18：飼料稲 12.7ha、ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 7.0ha 

② 農地の確保 

・中部･西部･東部 水田面積：26,000ha 

内 H18 麦作付面積 9,000ha 

③ 飼料品質･コスト 

・飼料用麦試験研究（畜産試験場） 

写真上：  

専用収穫機で、実･茎も同時に収穫

し、成型する。 

写真右： 

成型された麦をラッピングする。

貴重な「麦サイレージ」になる。

平成 19 年 5 月 21 日
飼料用麦収穫実演会 
於：高崎市上小鳥町 



北陸農政局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況（５月１１日開催）

◎飼料増産行動計画における重点対策

①飼料増産運動の推進

・飼料増産重点地区の拡大

・飼料増産ネットワークの活動の強化

・飼料増産シンポジウムの開催

②飼料作物の生産拡大

・稲ＷＣＳの作付拡大

・細断型ロールべーラー体系導入によるトウモロコシ作付拡大

③国産稲わらの利用拡大

・国産稲わらの完全自給

④水田、耕作放棄地等における放牧の推進

・肉用牛放牧頭数の拡大

⑤飼料作物生産の外部化・組織化

・コントラクターの育成・組織化支援

⑥草地更新や奨励品種導入による生産性の向上

・奨励品種の普及促進

・現地検討会の開催

⑦消費者の理解醸成

◎１９年度行動計画における達成目標（北陸地域）

達成目標 対前年

飼料増産重点地区 １６地区 ＋４地区

飼料作物作付面積 ４，８９０ha ＋１２０ha

稲ＷＣＳ作付面積 ２５０ha ＋４６ha

トウモロコシ作付面積 ３２０ha ＋６ha

国産稲わら利用 自給率 １００％ ＋２１％（ ）

水田放牧頭数 １００頭 ＋２７頭

コントラクター組織数 ５組織 ＋２組織



２－１ 都道府県行動会議の開催状況

○新 潟 県（４月２４日開催）

決定事項：飼料増産に係る各種取組の積極的推進

○富 山 県（４月２５日開催）

決定事項：耕畜連携水田活用対策事業を活用した飼料増産の推進

水田放牧取組の拡大

飼料増産ネットワークの仲介・斡旋活動の強化

○石 川 県（５月９日開催）

決定事項：県内産稲わらの収集強化

和牛放牧取組の推進

○福 井 県（４月１１日開催）

決定事項：耕畜連携による飼料増産の推進

稲ＷＣＳの作付拡大

水田放牧取組の拡大

２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催

（※県増産会議を受け、飼料増産ネットワーク単位で開催）

○新 潟 県：地域振興局単位での開催（１２地域振興局）

決定事項：飼料増産に係る各種取組への積極的推進

○富 山 県：農業普及指導センター単位での開催（４センター）

決定事項：耕畜連携水田活用対策事業を活用した飼料増産の推進

水田放牧取組の拡大

○石 川 県：農林総合事務所単位での開催（５事務所）

決定事項：増産・増頭に係る取組の強化

○福 井 県：２地域で開催（嶺北・嶺南）

決定事項：耕畜連携による飼料増産の推進

稲ＷＣＳの作付拡大

水田放牧取組の拡大

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

・飼料増産行動会議（5/11）及び肉用牛増頭戦略会議（6/29）において、国

産稲わらの完全自給に向けた稲わらの収集・利用拡大を推進



・稲わら収集ＰＲビラを１０００部作成・各県に配布（５月末）

・食品残さ飼料化推進会議（７月 、管内畜産関係課長会議及び草地・自給）

飼料担当者会議（９月）において、国産稲わら収集強化に向けた取組を要

請予定

・国産稲わら収集・利用拡大への取組強化に対する要請文書を各県畜産主務

課に発出予定 （７月～１０月）

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

○肉用牛増頭とともに飼料増産を推進

・肉用牛増頭戦略会議現地検討会（時期未定：管内各県）

※なお、富山県は５月２８日に氷見市において実施済み

・肉用牛増頭戦略会議（２月下旬：金沢市内）

○飼料増産関係

・放牧推進シンポジウムの開催（７月２６日：石川県下）

・稲WCS収穫実演検討会の開催（８月３０日：新潟県下）

・草地・自給飼料担当者会議（９月１３日：金沢市内）

・北陸地域飼料増産行動会議（２月下旬：金沢市内）

○食品残さ飼料化関係

・食品残さ飼料化推進協議会（７月１３日：金沢市内）

・食品残さ飼料化推進現地検討会（９月下旬：新潟県下）



　　   安心・安全な国産稲わらを利用した飼養体系へ転換し、海外情勢に

 　  影響されない安定した経営基盤を確立しましょう。

　　口蹄疫の危機から日本の畜産業を

   守ろう！

　　我が国における安全な畜産物生産

　を維持するため、国産稲わら100％

　自給を達成しましょう！

　 あなたが使っていない稲わらは、

 重要な飼料として牛に与えることが

 できます。

 　畜産農家との連携により稲わらの

 活用やたい肥の還元などを通じた安

 定した耕種農業も確立されます。

畜産農家の皆様へ

稲作農家の皆様へ

◇　米の副産物として算出される稲わらは、牛の飼料（エサ）として利用さ
　れています。
◇　稲わらは国内で約９００万㌧算出されていますが、家畜の飼料としての
　仕向量はおよそ１００万㌧と産出量のわずか１割程度にとどまっており、
　８割は「すき込み」や「焼却処理」されています。
◇　稲わらは、国内産の他に一部、中国産の輸入稲わらが利用されていまし
　たが、現在、中国産稲わらの輸入停止により、これまで以上に国内産稲わ
　らの供給が必要となっています。



　　　新潟県農林水産部畜産課 新潟県新潟市中央区新光町4-1 ℡025-285-5511(代)

　　　富山県農林水産部農業技術課 富山県富山市新総曲輪1-7 ℡076-431-4111(代)

　　　石川県農林水産部生産流通課 石川県金沢市鞍月1-1 ℡076-225-1111(代)

　　　福井県農林水産部農畜産課 福井県福井市大手3-17-1 ℡0776-21-1111(代)

　　　北陸農政局生産経営流通部畜産課 石川県金沢市広坂2-2-60 ℡076-263-2161(代)

お問い合わせは、お近くの県・市町村・農協等まで

稲わらは、牛の貴重な飼料です！

稲わらは良質な国産粗飼料です。積極的に収集しましょう。

田んぼにある稲わらを家畜
のエサに利用しましょう！

国産稲わらを収集供給する
方への補助事業があります！

 

　　＜耕種農家の皆様＞

 ・稲わらを「すき込み」、「焼却」し
   ていませんか？

 ・稲わらは、家畜のエサとして、有効
   利用できます。

 ・家畜のエサ用として利用していない
   稲わらを肉用牛農家等へ供給しても
   よいとお考えの方、お近くの市町村
   や農協などへ御相談下さい。

　　＜畜産農家の皆様＞
　
 ・稲わらが欲しいけど、手に入らなく
   て困っていませんか？

 ・稲わらは、国内で入手できます。

 ・国内産の稲わらが入手できなくてお
   困りの方、お近くの市町村や農協な
   どへ御相談下さい。

　

１ 事業のポイント

　内容：稲わらの生産・収集・調製等を行う営農集団等
　　　　に対して助成
　　　→　自ら国産稲わら等の生産、収穫及び調製を行
　　　　い、肉用牛農家等に供給する組織
　　　→　国産稲わらが円滑に供給されるように、仲介
　　　　・斡旋や調製・保管・梱包を行い、肉用牛農家
　　　　家等に供給する組織
　対象：これまで家畜の飼料として利用されていなかっ
　　　　た稲わら（稲わら（乾燥）、稲わらサイレージ
　　　　等）が対象
　　　→　従来から飼料用として利用されていたものは
　　　　対象外
　助成額：開始年度別に単価を設定

　　　　　　　19年度：4,000円/10a
　　　　　　　20年度：3,000円/10a
　実施期間：３年間

　

２　事業対象者

　・農事組合法人
　　（農協法第72条の３に規定する法人）

　・営農集団
　　（３戸以上の農家で構成する団体）

　・公社
　　（地方公共団体等が構成する法人）

　・農協、農協連
　　　　　　　　　　　等

　

３　要件等

　○生産・飼養管理に係る計
　　画書の作成
　○耕種農家等及び肉用牛農
　　家等と収集、供給に係る
    契約の締結
　○稲わらの収集強化のため
　　の取組
　　　　　　　　　　　　等粗飼料だって　地産地消



　　安全・安心な国内産で

　　100％自給を目指そう！

　　耕畜連携は飼料増産

　　のカナメ！

　水田や耕作放棄地

　等を活用して増頭

　しましょう！ 　高収量・高栄養のト

　ウモロコシの作付を

　拡大しましょう！

　　定期的な更新を！

　　耕作放棄地などの資源

　　も活用しましょう！ 　地域畜産の牽引役

～粗飼料自給率１００％を目指して飼料作物作付面積拡大目標を達成しよう～

＜飼料増産に向けた７つの行動＞

北陸地域飼料増産行動会議
事務局：北陸農政局畜産課

飼料作物作付面積拡大目標
平成１９年度　２０，０００ha
（作付面積９０万haの復活）

国産稲わらを活用しよう

どこでも放牧しよう

トウモロコシの作付けを拡大しよう

草地をリフレッシュしよう

コントラクターと連携しよう

稲発酵粗飼料を増産しよう

消費者に自給飼料で育てた安全・安心な畜産物を届けよう

お願い
　飼料増産に関する会議などでは
　国産牛乳を飲みましょう！



　　　新潟県農林水産部畜産課 新潟県新潟市中央区新光町4-1 ℡025-285-5511(代)

　　　富山県農林水産部農業技術課 富山県富山市新総曲輪1-7 ℡076-431-4111(代)

　　　石川県農林水産部生産流通課 石川県金沢市鞍月1-1 ℡076-225-1111(代)

　　　福井県農林水産部農畜産課 福井県福井市大手3-17-1 ℡0776-21-1111(代)

　　　北陸農政局生産経営流通部畜産課 石川県金沢市広坂2-2-60 ℡076-263-2161(代)

お問い合わせは、お近くの県・市町村・農協等まで

稲わらは、牛の貴重な飼料です！

稲わらは良質な国産粗飼料です。積極的に収集しましょう。

田んぼにある稲わらを家畜
のエサに利用しましょう！

国産稲わらを収集供給する
方への補助事業があります！

 

　　＜耕種農家の皆様＞

 ・稲わらを「すき込み」、「焼却」し
   ていませんか？

 ・稲わらは、家畜のエサとして、有効
   利用できます。

 ・家畜のエサ用として利用していない
   稲わらを肉用牛農家等へ供給しても
   よいとお考えの方、お近くの市町村
   や農協などへ御相談下さい。

　　＜畜産農家の皆様＞
　
 ・稲わらが欲しいけど、手に入らなく
   て困っていませんか？

 ・稲わらは、国内で入手できます。

 ・国内産の稲わらが入手できなくてお
   困りの方、お近くの市町村や農協な
   どへ御相談下さい。

　

１ 事業のポイント

　内容：稲わらの生産・収集・調製等を行う営農集団等
　　　　に対して助成
　　　→　自ら国産稲わら等の生産、収穫及び調製を行
　　　　い、肉用牛農家等に供給する組織
　　　→　国産稲わらが円滑に供給されるように、仲介
　　　　・斡旋や調製・保管・梱包を行い、肉用牛農家
　　　　家等に供給する組織
　対象：これまで家畜の飼料として利用されていなかっ
　　　　た稲わら（稲わら（乾燥）、稲わらサイレージ
　　　　等）が対象
　　　→　従来から飼料用として利用されていたものは
　　　　対象外
　助成額：開始年度別に単価を設定

　　　　　　　19年度：4,000円/10a
　　　　　　　20年度：3,000円/10a
　実施期間：３年間

　

２　事業対象者

　・農事組合法人
　　（農協法第72条の３に規定する法人）

　・営農集団
　　（３戸以上の農家で構成する団体）

　・公社
　　（地方公共団体等が構成する法人）

　・農協、農協連
　　　　　　　　　　　等

　

３　要件等

　○生産・飼養管理に係る計
　　画書の作成
　○耕種農家等及び肉用牛農
　　家等と収集、供給に係る
    契約の締結
　○稲わらの収集強化のため
　　の取組
　　　　　　　　　　　　等粗飼料だって　地産地消



東海農政局

平成19年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況（５月16日開催）

・平成19年度行動計画を策定し、以下のとおり目標を設定。また、目標達

成のため、現地検討会等の開催を決定。

飼料作物作付面積の拡大（現状5,950ha→6,410ha）

放牧の推進（水田放牧頭数 現状19頭→100頭）

稲発酵粗飼料の作付拡大（現状39ha→100ha）

国産稲わら自給率の向上（現状79％→100％）

２－１ 都道府県行動会議の開催状況

岐阜県（５月９日開催）

決定事項：19年度飼料増産行動計画を決定。

愛知県（６月14日開催）

決定事項：19年度行動計画を策定し、放牧やWCS、トウモロコシに関す

る現地検討会、研修会を開催することを決定。

三重県（４月23日開催）

決定事項：飼料増産推進活動計画の策定、飼料作付面積拡大目標の設定

（70haの拡大目標 。）

２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催

管内において、市町村単位の飼料増産行動会議の開催はなし。

３ 農政局段階での平成19年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

稲わら自給率100％の達成を図るため、稲わら確保に関する会議を開催

（８～９月）

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・20年産飼料作物の作付拡大へ向けた取組の推進として、地域水田協議会等

に対する、耕畜連携水田活用対策のPRやネットワーク構築の働きかけの実

施（７～12月）



・第２回東海・牛放牧フォトコンテストの開催（７～９月）

・市町村に対し農政局が出向き出前講座を行う放牧キャラバンの実施（７～

９月）

・トウモロコシサイレージ現地検討会の開催（９月）

・稲発酵粗飼料現地検討会の開催（９月）

・管外における放牧現地検討会の開催（10月）

・第２回東海地域飼料増産推進協議会の開催（20年２月）









近畿農政局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況
第１回近畿地域飼料増産行動会議（５月１７日開催）
・飼料作物作付拡大目標面積：１８０ha以上

滋賀県：２５ha以上、京都府：４０ha以上、大阪府：１ha以上
兵庫県：９５ha以上、奈良県：１４ha以上、和歌山県：３ha以上

・飼料増産重点地区：６地区以上追加（各府県１地区以上）
・国産稲わら自給率：１００％
・その他具体的な増産行動として取り組むこととした項目

稲WCS：稲発酵粗飼料生産利用研修会の開催（兵庫県下）
ﾄｳﾓﾛｺｼ：細断型ロールベーラーによるとうもろこし等の生産・調整

利用技術現地検討会の開催（京都府下）
放牧：肉用牛放牧推進現地検討会の開催（滋賀県下）

肉用牛放牧の手引き作成

２－１ 都道府県行動会議の開催状況
（６月７日開催）・滋 賀 県

決定事項：飼料作物作付拡大目標面積２５ha以上
稲WCS：作付面積９７ha、新規専用収穫機導入２台
放牧：１１地区２２頭、肉用牛放牧推進現地検討会の開催

（５月３１日開催）・京 都 府
決定事項：飼料作物作付拡大目標面積４０ha以上

稲WCS：生産・調製・利用拡大に向けた現地検討会・研修会
の開催

ﾄｳﾓﾛｺｼ：細断型ロールベーラーの現地検討会の開催
放牧：レンタカウ制度を活用した放牧を実施

放牧による中山間集落の地域力再生を推進
稲わら：供給可能者のリスト化を実施

耕畜連携による供給体制の整備
（６月２２日開催）・大 阪 府

決定事項：飼料作物作付拡大目標面積１ha以上
稲わら：利用実態調査の実施

（５月１５日開催）・兵 庫 県
決定事項：飼料作物作付拡大目標面積９５ha以上

稲WCS：稲発酵粗飼料生産利用研修会の開催
放牧：放牧研修会の開催

兵庫県放牧研究会の開催
（５月１５日開催）・奈 良 県

決定事項：飼料作物作付拡大目標面積１４ha以上
飼料増産関係事業説明会の開催
放牧：遊休農地放牧の実施（1地区、１ｈａ）

畜産農家を対象とした遊休農地放牧の普及・啓発活
動

（６月２７日開催）・和歌山県
決定事項：飼料作物作付拡大目標面積３ha以上

稲わら：利用拡大に向けた普及・啓発活動
放牧：遊休水田等を活用した放牧を推進（１ha、４頭）

（現地説明会、現地調査、推進会議等）



２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催
今後、飼料増産重点地区（市町村等）を中心としたキャラバン（普
及・啓発活動に向けた現地調査、事業PR、重点地区掘り起こし）を
実施する中で検討。

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定
飼料増産重点地区や周辺地域を中心としたキャラバン（普及・啓発活
動に向けた現地調査、事業PR、重点地区の掘り起こし）を実施。

※府県段階の取組
・国産稲わら利用拡大に係る普及・啓発活動を実施（滋賀県）
・稲わら利用実態調査の実施（大阪府）
・ に対して稲わらサイレージの実演指導（兵庫県）営農集団等
・国産粗飼料増産対策事業 耕畜連携水田活用対策事業の説明会 奈、 （
良県）

・国産稲わら利用拡大に係る普及・啓発活動を実施（和歌山県）

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について
①農政局段階での取組
・飼料増産重点地区等キャラバン（５月～７月）
・細断型ロールベーラーによるとうもろこし等の生産・調整・利用技術現
地検討会（８／７、京都府綾部市、京都府共催）

・稲発酵粗飼料生産利用研修会（９／６、兵庫県姫路市、兵庫県共催）
（ 、 、 ）・肉用牛放牧推進現地検討会 ９／１３ 滋賀県近江八幡市 滋賀県共催

・管内草地・自給飼料担当者会議（９／２１、近畿農政局会議室）
・第２回近畿地域飼料増産行動会議（２月）

②府県段階での取組
・滋 賀 県：稲WCS担当者会議（７月）

肉用牛放牧推進現地検討会（９／１３、局共催）
第２回飼料増産行動会議（１０月）
第３回飼料増産行動会議（３月）

・京 都 府：水田放牧推進現地検討会（７／９）
細断型ロールベーラーによるとうもろこし等の生産・調整・
利用技術現地検討会（８／７、局共催）
第２回飼料増産行動会議（２月）

・大 阪 府：第２回飼料増産行動会議（２月）
・兵 庫 県：稲発酵粗飼料生産利用研修会（９／６、局共催）

放牧研修会（１１月）
兵庫県放牧研究会（３月）

・奈 良 県：飼料増産関係事業説明会（随時）
第２回飼料増産行動会議（３月）

・和歌山県：第２回飼料増産行動会議（３月）



中国四国農政局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況

日時：平成１９年５月２９日（火）１３：３０～１７：００

平成１９年度 中国四国地域耕畜連携推進協議会(第１回)

作付面積拡大目標

飼料増産重点地区数 ４１地区 （各県１地区以上追加）

稲わらの完全自給

稲発酵粗飼料（ＷＣＳ）の作付け目標(20年)

中国四国地域で作付面積 ５２０ha （71ha増）

耕畜連携型放牧目標(19年)中国四国地域で １,７５０頭

コントラクター組織の育成・受託面積の増加

公共牧場預託期間の延長・牧場の機能強化

２－１ 都道府県行動会議の開催状況

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

「 」 。８月に開催予定の 中国四国地域家畜生産性向上推進会議 の中で対応予定

※国産稲わら利用拡大に関しては、他の開催会議等でも常時働きかけを行って

いる。

２の２

県行動会議 市町村レベルの行動会議

鳥取 未定 なし

島根 島根県（５月１７日開催） ①放牧場面積：６，１２０ha
②うち水田放牧場面積：８０ha
（※当初６０haから目標早期達成
のため上方修正）

③ＷＣＳ作付面積：３０ha なし

岡山 未定 なし

広島 未定 なし

山口
平成19年度第１回飼料増産推
進会議
山口県(５月１４日開催)

農林事務所単位で飼料作物等生産計
画を策定

なし

徳島
自給飼料、食品残さ等の戦略
会議については、８月に実施予
定。

飼料の増産については会議の中で協
議しているが、具体的な作付け等につ
いて数値目標は設置していない。

年度当初にWCSを生産している地域における役
場、農協、組合員による部会が開催されたが、増
産目標等具体的な検討はされていない。

香川 未定 なし

愛媛
愛媛県飼料増産行動会議
（７月２日開催）

県飼料増産行動会議、県飼料増産検
討会の開催（４，９，３月）

取組状況の点検、検討
啓蒙普及、情報収集、提
供

研修会
の開催

地域に対
する助言指
導

高知 未定 なし

２の１

確認事項等



４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・ 地域の土地利用型畜産と放牧実践現地検討会」７月12日(木)～13日(金)「

・ コントラクター研修会（仮題 」 １２月（予定）「 ）

・ 飼料増産に関するセミナー（仮題 」２月（予定）「 ）

・ 平成１９年度 中国四国地域耕畜連携推進協議会(第２回)」３月「







ﾈｯﾄﾜｰｸの構築数は増加しているものの、具体的な
取組の数値目標が達成に十分活用されていない。

耕種農家と畜産農家との一層の連携が必要

重点地区の取組について他地域への波及が必要

飼料増産重点地区数の拡大

４１地区 （各県１地区以上追加）

１８年度に明らかになった課題

×戦略会議、協議会、各県飼料増産会議等により、飼料自給率の向上に向けた
取組の行程管理と点検・検証

需給マップ、ネットワークの活用を強化して耕畜連携を更に進める。

飼料増産重点地区における定量的最終目標値の設定と周辺地域への波及

１９年度の行動計画の主な活動

関係者が一体となった飼料増産運動を展開するた
め、戦略会議、協議会、セミナー等を開催 （６回）

需給マップの作成、ネットワークの構築
（需給マップ、ネットワークの設置：約１７０市町村・地域）

飼料増産重点地区を含む優良事例地区の調査・分
析を実施し、事例集の作成・配布
（調査・分析実施地区数：１５地区）

１ ８ 年 度 の 取 組 と 成 果

平成１９年度飼料自給率向上に向けた１９年度中国四国地域の取組

飼料増産重点地区

１

中国四国 ３２ 地区

鳥取県 ３ 地区

島根県 ６ 地区

岡山県 ４ 地区

広島県 ２ 地区

山口県 ４ 地区

徳島県 ４ 地区

香川県 ２ 地区

愛媛県 ５ 地区

高知県 ２ 地区

飼料増産運動

鳥取県 ４３ha 以上増加

島根県 ３２ha 以上増加

岡山県 ３７ha 以上増加

広島県 １００ha 以上増加

山口県 １１９ha 以上増加

徳島県 ２ha 以上増加

香川県 １０ha 以上増加

愛媛県 １０ha 以上増加

高知県 ２ha 以上増加

H19年度に各県において目標
とすべき飼料作物拡大面積

※酪肉近計画等に基づく報告

資
料
４

目標
(19年)



国産稲わらの確保・利用については完全自給に至っていない

需給マップ・ネットワークを活用した取組を進めている地域もあるので、更なる
ネットワークの利用、保管場所の確保、輸送経費の低減等による広域流通体制
整備が必要

国産稲わら（飼料利用）の利用拡大

１８年度に明らかになった課題

稲作経営等と連携した国産稲わらの飼料利用の推進 （事例集の作成・配布、
国産粗飼料増産対策事業（飼料用国産稲わら確保対策）等支援策の情報提供）

需給マップ、ネットワークを活用した稲わら仲介･斡旋活動

１９年度の行動計画の主な活動

平成１８年度（推定）
(国産稲わら供給量／稲わら需要量)

中国四国 ９２％

鳥取県 ４３ ％

島根県 １００ ％

岡山県 １００ ％

広島県 １００ ％

山口県 １００ ％

徳島県 ７８ ％

香川県 １００ ％

愛媛県 １００ ％

高知県 １００ ％

稲わらの完全自給

需給マップ・ネットワークを活用した国産稲わらの飼料利用の仲介・斡旋

稲わらの輸入停止に対応するため国産稲わらの確保と利用拡大に向けたビラ
を追加配布

１８年産稲わらの確保見込み量：需要量約６.４万㌧に対し、約５.９万㌧確保

１ ８ 年 度 の 取 組 と 成 果

稲 わ ら の 自 給 率

２

目標



産地づくり対策における稲発酵粗飼料の位置付けが不十分な地域が見られる

需給マップ・ネットワークを活用した生産拡大が必要

稲発酵粗飼料（ＷＣＳ）の作付け拡大

平成１９年度予定

中国四国 ４４９ ha

鳥 取 県 １４０ ha

島 根 県 ２８ ha

岡 山 県 ６４ ha

広 島 県 １１１ ha

山 口 県 ２６ ha

徳 島 県 ３８ ha

香 川 県 ３ ha

愛 媛 県 ３７ ha

高 知 県 ２ ha

中国四国地域で作付面積

５２０ha （71ha増）

１８年度に明らかになった課題

１９年度から新たに開始される耕畜連携水田活用対策事業や、産地づくり対策、
国産粗飼料増産対策事業（稲発酵粗飼料給与確立）等支援策の情報提供

各地域で開催される水田協議会等の場で、稲発酵粗飼料の生産拡大に向け
た取組を議題として取上げてもらうよう働きかけ

需給マップ、ネットワークを活用した作付け面積の拡大

１９年度の行動計画の主な活動

目標
(20年)

稲発酵粗飼料の生産拡大のためのセミナー、会議等の開催

需給マップ・ネットワークを活用した稲発酵粗飼料の生産者と利用者仲介・斡
旋

稲発酵粗飼料の作付け面積 ３６７ha （H17） ⇒ ３８９ha (H1８見込み）

１ ８ 年 度 の 取 組 と 成 果

ＷＣＳの作付面積

３



放牧は管内全県で取り組まれているが、肉用牛の水田放牧は地域的な偏りが
ある（四国地域での取組が少ない）

放牧の推進（耕畜連携型放牧の推進）

１８年度に明らかになった課題

放牧実態調査により放牧の取組状況の把握・分析

耕畜連携型放牧を推進するため、取組事例等の情報を収集し、事例集やパン
フレット等の作成、局ＨＰ、局広報誌等を通じた啓発活動を実施

需給マップ・ネットワークを活用した放牧可能地の仲介･斡旋活動

１９年度の行動計画の主な活動

平成１８年度

中国四国 １,４５６ 頭

鳥取県 ５１ 頭

島根県 ２９３ 頭

岡山県 １１３ 頭

広島県 ２１８ 頭

山口県 ７０６ 頭

徳島県 ０ 頭

香川県 ５ 頭

愛媛県 ９ 頭

高知県 ６１ 頭

中国四国地域で

１,７５０頭

放牧推進の検討会、研修会、会議等の開催

需給マップ・ネットワークを活用した放牧可能地の仲介・斡旋

水田を活用した肉用牛の放牧が拡大
面積： ２７５ha （H17） ⇒ ３４２ha (H18）

頭数： １,０２３頭 （H17） ⇒ １,４５６頭 (H18）

１ ８ 年 度 の 取 組 と 成 果

水田放牧頭数（肉用牛）

４

目標
(19年)



コントラクター組織は増えているが、地域的な偏り（中国地方に集中）や共同作
業的な組織にとどまっている状況

公共牧場は預託頭数の減少による牧場経営の悪化による廃止、休止牧場の
増加

飼料生産の外部化・組織化の推進

１８年度に明らかになった課題

現地研修会、取組事例集の作成・配布等を通じて組織の育成、飼料生産の外
部化を推進（飼料増産受託システム確立対策事業）等支援策の情報提供

公共牧場の預託期間の延長や、地域でのコントラクター的役割等を充実･強化
するための情報を提供

１９年度の行動計画の主な活動

平成１８年度
組織数 受託面積

中国四国 ３９ ２，１６５ha
鳥取県 ９ ２８６ha
島根県 ５ ２２９ha
岡山県 ６ ７２８ha
広島県 １１ ２７０ha
山口県 ５ ８３ha
徳島県 １ １１０ha
香川県 ０ －
愛媛県 １ １０ha
高知県 １ ４５９ha

組織の育成・受託面積の増加

飼料生産外部化推進の検討会、研修会、会議等の開催

需給マップ・ネットワークを活用した飼料生産作業等の受委託の仲介・斡旋

コントラクター組織の増加 ３３組織 （H17） ⇒ ３９組織 (H18）

１ ８ 年 度 の 取 組 と 成 果

コントラクター組織の状況

５
預託期間の延長・牧場の機能強化

平成１８年度
中国四国管内
牧場数 ４１牧場
うち休止 ８牧場

廃止牧場数 ３牧場
夏期預託頭数 ７，７５７頭
うち肉用牛 ２，９３５頭
冬期預託頭数 ６，２３６頭
うち肉用牛 １，６３４頭

注：廃止牧場数は16年度中に廃止となった牧場

公共牧場の状況



飼料増産運動 ・管内における１８年の飼料作物作付面積は、１８,４００haであ
り、１７年の作付面積に比べ６１０ha(３.２％)減少。
・１８年度飼料増産重点地区目標設置数３１地区に対し、３２地
区の設置。（参考）１７年度設置数：２２地区
・既設置済みネットワークの充実や利用の促進について、地域
の取組に偏りが顕在化している。

・飼料増産重点地区における取組の強化と周辺地域
への波及
・ネットワークの活用強化

・19年度から新たに開始される耕畜連携水田活用対
策を活用した作付推進
・19年度における作付面積目標の設定（次年度、各
ブロックへの目標面積が指定されるので、農政局で
各県毎に配分）
・飼料作物作付の必要性をセミナー等を通して推進

・１９年産ＷＣＳ作付目標面積５００ｈａに対し、１８年の管内のＷ
ＣＳ作付面積は、３８９ｈａ（見込）であることから、目標の達成に
向け一層の取組の推進が必要。
（参考）Ｈ１７飼料作物作付面積３６７ｈａ

・管内における１８年の青刈とうもろこしの作付面積は、２,６１０
haの見込みであり、１７年に比べ１００ｈａ（３.７％）の減少。
・最近の輸入飼料価格の高騰で、自給の必要性が高まっている。

・低コスト化と省力化につながるコントラクター等によ
る作業体系（バンカーサイロ等を利用した調整技術）
の確立や地域に適した奨励品種の普及・導入を推進

・１８年度の水田放牧目標頭数１,２００～１,３００頭に対し、１,４
５６頭の放牧実績。 (参考)１７年度：１,０２３頭
・取組に地域的な偏りがあることから、放牧未実施地域におけ
る理解醸成や放牧経験牛の確保が必要。

・放牧伝道師等を活用した実証展示や現地研修会の
開催による関係者の理解醸成

・稲わらの需要量分について、国産稲わらの利用拡大による完
全自給。
・国産稲わら収集について、地域の取組に偏りがある。
・１８年産稲わらの需要量約６.４万トンに対し、約５.９万トン（需
要量の９２％）を確保（見込）。

・稲わらの需要量に見合う、自給率100％を実現

・管内における１８年度の作業受託組織（コントラクター）は３９組
織であり、１７年度に比べ６組織増加。
・組織数は着実に増加しているが、共同作業的な形態にとど
まっているケースが多い。

・コントラ組織育成に向けた啓発外部化の推進

とうもろこしの
作付拡大

放牧の推進

国産稲わら利用拡大

水田における飼料作
物の作付拡大
・稲発酵粗飼料

（WCS）の作付拡大
・水田裏の活用

１８年度の取組結果と明らかになった課題 １９年度の対応方向項 目

平成１８年度の中国四国管内の取組結果と平成１９年度の対応方向

６



九州農政局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況

（１）平成１９年度第１回九州地域飼料増産行動会議（５月１５日開催）

・飼料作付面積拡大目標 ：２，４４０ｈａ

・飼料増産重点地区 ：５６地区

・稲ＷＣＳ２０年産作付面積：２，９００ｈａ

・国産稲わら自給率 ：１００％

・肉用牛水田放牧頭数 ：１，６００頭

・飼料生産受託組織数 ：１３０組織

※同日、九州地域配合飼料価格上昇対応生産性向上推進会議を設置

２－１ 都道府県行動会議の開催状況

（１）長崎県（６月２２日開催 （長崎県自給飼料増産推進協議会））

・飼料作物作付面積 ：６０ｈａ以上

（２）大分県（６月２０日開催 （大分県内振興局経営・畜産班総括・担当会議））

・飼料イネ作付面積 ：３００ｈａ（当面は２５０ｈａ目標）

・おおいた型放牧実施数 ：１５０箇所（平成１９年度末）

（３）熊本県（６月１３日開催）

・飼料作付面積拡大目標 ：５０ｈａ

・飼料イネ作付面積 ：１，４００ｈａ

・広域放牧頭数 ：１，５００頭

（４）宮崎県（６月２７日開催）

， ， （ ）・粗飼料作付面積拡大 ：３０ ６００ｈａ→３２ １００ｈａ Ｈ２１

・不作付地での栽培推進：２，７５５ｈａ(水田1,465ha、畑1,290ha)

・飼料米の多収品種の育成、省力・低コスト栽培の開発・導入の検討



（５）鹿児島県（５月２９日開催）

・飼料作付面積拡大目標 ：１００ｈａ

・飼料増産重点地区 ：５地区

・稲ＷＣＳ２０年産作付面積 ：５７ｈａ

・耕作放棄地等を活用した肉用牛放牧推進：６地区以上

・国産稲わら自給率 ：１００％

・県産稲わら飼料仕向率 ：７０％以上

・飼料収集受託面積 ：１，１００ｈａ

２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催

（１）鹿児島県出水市、長島町（６月２２日開催）

・国産稲わらの確保推進（需給調整活動実施）

（２）鹿児島県指宿市、頴娃町（６月２８日開催）

・地域未利用・低利用資源の活用推進（甘藷つる）

・飼料用稲の活用推進

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定

・国産稲わら利用推進専門部会（第１回） ：７～８月、熊本市

・国産稲わら利用推進に係る現地意見交換会：９月、宮崎・鹿児島

・国産稲わら利用推進専門部会（第２回） ：１２月、熊本市

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について

・九州地域飼料増産行動会議（第２回） ：１０月、熊本市

・耕畜連携シンポジウム ：１０～１１月

・九州地域飼料増産行動会議（第３回） ：２月、熊本市

・ＷＣＳ生産推進専門部会・現地検討会等 ：１～２回

・放牧利用推進専門部会・現地検討会 ：３～４回

・飼料生産外部化推進専門部会・現地検討会：１～２回



沖縄総合事務局

平成１９年度飼料増産運動の取組状況について

１ ブロック会議等の開催状況
（１）第１回沖縄地域飼料増産推進協議会（５月２５日開催）

①作付面積拡大目標：沖縄地域（沖縄県） １４０ｈａ
②決定事項
ア．沖縄地域飼料増産行動計画
イ．増産行動として取り組むこととした項目
○さとうきび梢頭部利用拡大
○放牧の推進
○草地の更新
○コントラクターの育成
○国産稲わらの利用拡大
○とうもろこし等長大作物の生産の検討
○稲発酵粗飼料の生産の検討

２－１ 沖縄県行動会議の開催状況
（１）第１回沖縄県自給飼料増産戦略会議（６月１９日開催）

①決定事項
ア．作付面積拡大の決定：１４０ｈａ

本島北部地域：21ha、本島中部地域４ha、本島南部地域14ha
宮古地域：28ha、八重山地域72ha

イ．生産性の向上（草地更新）面積の決定：３ｈａ
ウ．飼料作物（ソルゴー）の生産拡大の決定

さとうきび収穫後から夏植えまでの休耕地を畜産農家がソルゴー栽
培に利用する計画（面積は調整中 。）

２－２ 市町村飼料増産行動会議の開催
沖縄県では、市町村段階では増産行動会議は開催されていないが、県

内に４箇所ある各家畜保健衛生所が地域自給飼料増産戦略会議を開催。
構成メンバーは、地域の改良普及センター、ＪＡ、市町村、畜産会等。
今年度は、県の戦略会議を受け、地域戦略会議を順次開催する予定。

３ 農政局段階での平成１９年度国産稲わら収集に関する会議の開催予定
、 （ ）・国産稲わらの利用拡大に向けた現地調査 意見交換会開催 ８月下旬予定

４ 本年度のこれからの飼料増産に向けた取組計画等について
（１）沖縄地域飼料増産推進協議会
・第１回沖縄地域飼料増産シンポジウム（８月１０日開催予定）
テーマ：コントラクター（作業受託組織）の育成

・第２回沖縄地域飼料増産シンポジウム（１１月開催予定）
テーマ「さとうきび梢頭部の飼料利用拡大、耕畜連携・資源循環」

・飼料増産に係る優良事例パンフレット作成・配布（１月予定）
・第２回沖縄地域飼料増産推進協議会（３月開催予定）

（２）沖縄県自給飼料増産戦略会議等
・各地域ごとの第１回地域自給飼料増産戦略会議の開催（７月）
・第２回沖縄県自給飼料増産戦略会議（２月）
・各地域ごとの第２回地域自給飼料増産戦略会議の開催（２月）

平成１９年度第２回全国飼料増産行動会議幹事会資料(H19.7.6)



粗飼料だって
～粗飼料自給１００％を目指して飼料作物作付面積の拡大をしよう～

お願い

１９年度　沖縄地域飼料増産推進協議会
沖縄総合事務局農林水産部農畜産振興課

耕作放棄地、未利用地、水田
等を活用して増頭しましょう！

耕畜連携は
飼料増産のカナメ！

定期的な更新を！
耕作放棄地などの資源も
活用しましょう！

いまや地域畜産
の牽引役！

安全・安心な国内産で
１００％自給を目指そう！

高栄養の
トウモロコシを
見直しましょう！

ＴＥＬ．０９８－８６２－１４５６（直通）

全国に
４３７組織

たい肥
さとうきび
梢頭部

有機資源
の循環

飼料増産に関する会議などでは県産牛乳を飲みましょう！




